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代表あいさつ

地球は人類の重要な生存基盤です。その地球環境が今、大きな危機に直面していると指摘さ

れています。気候変動、生物多様性の喪失、熱帯林の減少等々人類の存続の基盤が揺らいでい

る感があります。豪雨や大型台風、高温などの異常気象などを肌で感じるようにもなりました。

国際社会においても、その強い危機感を背景に、2015年9月の国連持続可能な開発サミットで

17の目標を掲げた「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択されました。さらに、同年12月の

COP21ではパリ協定が採択され、脱炭素社会に向け世界は動き始めています。日本でも持続可

能な循環共生型の「環境・生命文明社会」を目指して2018年4月に第五次環境基本計画が策定

され、地域資源を最大限活用し「地域循環共生圏」を創造していくための重点戦略が定められ

ました。

「地域循環共生圏」は地域の環境、経済、社会の課題を総合的に解決していこうとするもので

す。これはまさに日本版のSDGsともいえると思います。地球環境の危機を回避して持続可能

な社会を構築していくためにも、地域からの取り組みがとても重要な役割を担うことになりま

す。

環境の課題は気候変動に対応するために温室効果ガスの削減、資源の有効利用、里山・里

海の保全など、経済の課題では地域経済の活性化、技術革新への対応やESG投資※など、そし

て、社会の課題では災害への備えや少子高齢化などですが、それぞれは複雑に関係しています。

このため、自立分散型の地域社会を形成しつつ、地域同士が支え合うことで地域内の誰もが安

心して生活し、活躍できる「地域循環共生圏」を創造・構築していく必要があるのです。

特に太陽光、風力、バイオマスといった再生可能エネルギーなど身近な地域の自然資源を

活用し、必要なエネルギーを確保する自立・分散型エネルギー社会を目指すことなど、脱炭素

社会創出に向けての地域の取り組みは、地球温暖化という地球規模の課題の克服に向けても、

日本が先導的なモデルを示す絶好の機会と捉えることができます。

こうしたことから、当協会では脱炭素化や地域活性化などに積極的に取り組み、政府、地

方自治体、団体・企業とも連携しながら、国内での「地域循環共生圏」の構築に資する事業

の支援や調査・研究、また情報収集・提供等を行うことで、脱炭素で持続可能な地域社会の

実現を促し、さらにそこで生み出される技術や知見を積極的に活かして、国内はもとより世

界規模でのSDGsの達成に貢献していきたいと考えています。

※ ESG投資：

財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）要素も考慮した投資

1955年 大阪府生れ。

1979年 大阪大学経済学部卒。

同年 京阪電気鉄道（株）入社。

2008年 京福電気鉄道（株）役員就任。

現 同社取締役会長。

------------------------------------------

2019年11月 当協会 代表理事就任。

岡本 光司 おかもと みつじ
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設立の背景

CO2の

濃度と
気温上昇

世界では、二酸化炭素(CO2)濃度の上昇により、地球温暖化が進行しています。異常な高温・

低温、大規模山火事や大雨洪水、猛威を振るうハリケーンなど、様々な自然災害が頻発してい

ます。日本も例外ではありません。

私たちが目指す社会

日本人が大切にしてきた、人と地域と自然のつながりを実感出来る豊かな暮らし

「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」という3つのコンセプトを同時に実現

全ての人々が魅力を放ち、生き甲斐ある生活を享受できる社会

実現のための「2つの展開軸」

技術 と 社会システム・ライフスタイル

■ 新たな文明社会の創造に向け、「技術」「社会システム・ライフスタイル」の両面から、エネ

ルギー・資源の大量消費を見直す。単に便利なものを目指すのではなく、数十年先を見通して

民間活力を引き出しながら、本当に必要なものを生み出していく。

世界 と 地域

■ 自然との共生を伝統や価値観の中に育んできた日本。東日本大震災を経験した日本だからこそ

「地域」に根ざした形で、目指すべき社会像を実現する原動力を持つ。

■ 高度成長期の公害克服経験や環境技術を活かし、世界の低炭素化、粒子状物質(PM2.5)による

大気汚染等のアジアの環境問題の解決に貢献することは、我が国の使命。

人と地域と自然がつながり、生命の輝きを実感できる
真に豊かな「環境・生命文明社会」を目指し

「地域循環共生圏」を実現する
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協会の役割

協会事業

国内外の脱炭素･循環･共生社会の構築に必要な相談及び助言
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平成31年度事業計画 要望伝達機能

脱炭素社会の創出に資する補助事業の実施

脱炭素社会の創出に資する事業の評価検証･研究

脱炭素社会の創出に資する取組の支援

当協会では、中小企業や地域

からの要望を行政に伝える機

能も担っています。「脱炭素社

会実現のためのこんな事業を

やりたい」等、皆様の声を取

りまとめ、行政に伝えます。

一般社団法人地域循環共生社会連携協会（RCESPA）は、地域が持つ資源を最大限生かし、

世界が目指す「脱炭素･循環･共生社会」の構築に向けた取組を具体的に展開するため、必要

な情報や知見の収集と発進、先進的かつ効果的な技術やシステムの導入支援、さらには地方

公共団体や業態を超えた企業･団体とのネットワークの構築をとおして、日本国外に地球との

共存を標榜する新たな価値観に基づく真に豊かな社会を実現することを目的としています。

政府や地方公共団体の施策と連携し、日本国内外における脱炭素社会の創出に向け、調査研

究並びに情報の収集及び提供、日本国内における脱炭素社会に資する事業支援等を行うこと

により、地域資源を活かしながら全国各地で低炭素社会を創出し、かつ地域の活性化を実現

し、さらにそこで生み出される技術や知見を積極的に活かし、世界の温室効果ガスの排出削

減に貢献していきます。

協会の理念
ローカル・地域の視点から「環境・生命文明社会」の構築をリードし、貢献して

いきます。

国内外の脱炭素･循環･共生社会の構築に関する情報コンテンツ制作並びに提供及び情報の収集と発信

国内外の脱炭素･循環･共生社会の構築に向けた催事やセミナー等の開催並びに人材育成・紹介等

国内外の脱炭素･循環･共生社会の構築に関する取り組みを推進するための団体･企業や地方公共団体等
とのネットワークの構築と関連事業

国内外の脱炭素･循環･共生社会の構築に資する政策の検討並びに施策や事業の立案と発信

国内外の脱炭素･循環･共生社会の構築に資する企業経営に関するコンサルティング

その他当法人の目的を達成するために必要な事業

国内外の脱炭素･循環･共生社会の実現に資する技術等の普及やモデル事業への支援
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通知･指導

補助事業のしくみ
低炭素社会創出を促進するための、社会システムの整備に当たり、二酸化炭素の排

出抑制技術等を導入する事業に対して、補助金を交付する事業を実施しています。

（
環
境
省
な
ど
）

補助事業のしくみ・ルール等の詳細は、協会ホームページにて紹介しています。
(http://lcspa.jp/)



補助事業の概要
環境省 平成31年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金に係る
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背景
・

課題

目的

「ＳＤＧｓ」や「パリ協定」を踏まえ、脱炭素イノベーションによる地域社会・経
済システムの変革が不可避です。このため、各地域がその特性を活かした強みを発
揮し、地域ごとに異なる資源が循環する自立・分散型の社会を形成しつつ、それぞ
れの地域の特性に応じて近隣地域等と共生・対流し、より広域的なネットワークを
構築していく「地域循環共生圏」の創造が必要です。

脱炭素と関連の深い地域エネルギーや地域交通分野において、民間の知見・資金を最
大限活用した経済合理性、持続可能性を有する自立・分散型地域エネルギーシステム
や脱炭素型地域交通モデルの確立（計画策定、設備等導入）を通じて「地域循環共生
圏」の構築を目指します。また、その実現可能性調査等も行います。

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（一部 総務省・厚生労働省・経済産業省、国土交通省連携事業）

■ ホームページ (1) 実現可能性調査（F/S）http://lcspa.jp/h31tanso1
(2) 計画策定、設備等導入 http://lcspa.jp/h31tanso2

背景
・

課題

目的

2030年度までにCO2を2013年度比26％削減するとの目標達成のため、家庭・業務
部門においては約4割の大幅な削減が必要であり、そのためには各地域の民生・需要
分野や家庭・個人の積極的な地球温暖化対策への取組が必要です。

2020年度までに国民の地球温暖化防止の取組の必要性についての理解度（関心度）
90%以上に高め、「COOL CHOICE 」の認知率50%以上、個人賛同600万人、企業
賛同40万団体を得ることを目標に取組を行います。

地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業
■ ホームページ http://lcspa.jp/h31chihou

公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備
事業（国土交通省連携事業）

背景
・

課題

目的

2030年度までにCO2を2013年度比26％削減するとの目標達成のため、運輸部門に
おいてはCO2排出量を3割削減する必要があり、マイカー等のエネルギー起源CO2を
排出する交通手段から低炭素な交通手段への転換が不可欠です。

マイカーからCO2排出量の少ないLRT＊１及びBRT＊２をはじめとする公共交通へのシ
フトを促進します。また、鉄軌道事業者における先進的な省エネ設備・機器の導入、
回生電力の有効活用に資する設備の導入を支援することにより、鉄道システム全体の
更なる省エネ化を加速します。

■ ホームページ http://lcspa.jp/h31koutsu

*1 Light Rail Transit （次世代型路面電車システム）
*2 Bus Rapid Transit （バス高速輸送システム）
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出典）環境省ホームページより抜粋
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注) (1)の事業に関して、当協会は(1)-4の①②③のみを担当します。
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設備等
の導入

運用

改善策
の検討

RCESPAによる補助事業の検証・評価
設備の効果を検証し、効果が発揮されていない場

合は要因を分析して改善策を検討します

事業者による技術の利用
設備やシステムを導入、運用しま

すが、効果が発揮されているとは

限りません

今後の補助事業の改善に向けた提言
さまざまな技術による設備の効果を検証・評価した知見に基づき、優良

事例等についてまとめる他、より効果的な補助事業を設計・運用するた

めの提言を行います

補
助
金

補助事業の検証・評価の概要

補助事業で導入された、例えば急速充電型フォークリフトや浄化槽の高効率ブロワが、実

際にどのような二酸化炭素排出削減効果を発揮しているか、また、導入した事業者や地域に

どのような環境や経済面での影響を与えているのかを目に見えるかたちで示すことは、デー

タのモニタリングや解析の問題もあり簡単ではありません。ときには誤ったデータや算定の

方法が示されることもありますし、気象条件などによって期待された効果が発揮できないこ

ともあります。

RCESPAでは、導入された設備やシステムが当初の計画どおりに稼働・管理され、想定ど

おりの効果を発揮しているか、予め評価の基準を定めて、設備やシステムの実際の状況につ

いて調査票を用いて現地で調査・ヒアリングをした結果と比較することによって検証・評価

を行っています。また、CO2排出量を年間1トン削減するのに必要な補助金額等の費用

（CO2削減コスト）が妥当かどうかを、他の補助事業と比較することによって評価していま

す。

もし、期待どおりの効果が発揮されていない場合には、その要因を解析し課題を明らかに

した上で、設備やシステムの運用改善につながるような改善策を提案します。また、他の補

助事業者が同様の補助事業を実施する際に参考となるよう、補助事業に関する情報の入手

ルートや活用事例をまとめています。さらに、補助事業を契機として同様な設備を自社で、

あるいは同業他社が導入した波及効果や、雇用の促進や環境教育等の副次的な効果について

も、どのように促進していくかの検討を行っています。

これらの検証・評価を通じて得られた知見に基づき、今後の補助事業の改善に向けた提言

を行っています。平成30年度の調査結果では、検証した204件のCO2削減量合計は8.5万t-

CO2/年であり、当初の計画に対して約1.2倍でした。また、約2割の補助事業について、

CO2削減効果想定値の妥当性のチェック、実証的な設備の導入に当たっての実運用への移行

計画などの改善策を提案しました。地域への影響については、たとえば、エネルギーの節約

費用（エネルギー軽減経費）は、算定できた202件で合計約13.5億円と想定額とほぼ同じと

なっています。また、副次効果としてホームページや広報誌等での補助事業の紹介、災害発

生時の電力の確保等に役立っていることが報告されました。
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効果の
検証･評価



○検証・評価による優良事例の選定

平成29年度の環境省からの委託業務により、検証・評価を行って活用事例を選定し、

その結果は環境省のホームページ※で公開されました。

たとえば、地下鉄に蓄電池を導入した大阪市の事例では、ブレーキ時に発生した回生

電力を無駄なく回収して省エネ、CO2削減を行うとともに、地震等による広域停電の発

生時にも列車が蓄電池によって走行でき、乗客が早期に避難することが可能となりまし

た。

また、トラックや配送支援システムを導入して食品等複数メーカの配送を1か所の物

流センターに集約し、共同配送とした北海道のケースでは、作業工程の効率化や輸送距

離を短縮し、CO2排出量の削減と燃料費の節約ができ、さらには新規の顧客への導入提

案も行っています。

※URL： http://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/2018.html

補助事業者の当初の計画を交付申請書、実績報告書等の書類で確認し、導入後の実績を事

業報告書や、現地調査の際に補助事業者から入手します。これらの稼働実績、管理状況、

CO2削減実績及びCO2削減コストの実績データを比較して、判定基準に該当するか、すなわ

ち改善対策が必要か否かをチェックします。そして、該当する場合には個別事業ごとにその

要因と対策を検討して、提示します。

検証・評価の結果として、CO2削減効果の算定方法にかかる課題や削減効果の見積りにか

かる課題等に分類して改善対策を検討し、提案しています。また、今後、検証・評価を効果

的に実施するための課題として、補助事業や導入設備の特徴に合わせたものとすることや、

CO2削減コストや波及効果の検討のためには今後も適切な検討の手法の開発を行うことを指

摘しています。
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検証・評価の結果

検証・評価の実施方法
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事 業 名 採択件数

平成25年度
低炭素価値向上に向けた二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金 198

温室効果ガス排出削減による中小事業者等経営強化促進事業 420

平成26年度
低炭素価値向上に向けた二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金 301

リープフロッグ型発展の実現に向けた資金支援基金事業 1

平成27年度
低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援事業 281

自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 4

平成28年度

省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業 141

自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 3

賃貸住宅における省CO2促進モデル事業 609

平成29年度

賃貸住宅における省CO2促進モデル事業 691

公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業 37

再エネ等を活用した水素社会推進事業 14

平成30年度

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化による集合住宅
（低層・中層）における低炭素化促進事業

162

賃貸住宅における省CO2促進モデル事業 295

公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業 13

廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用による低炭素社会
システム整備推進事業

33

補助事業の実績
注）採択件数には、継続事業を含む。

補助事業の検証･評価の実績

事 業 名 調査件数

平成26年度 低炭素な地域づくり推進に資する設備導入事業 278

平成27年度
次世代型社会インフラ整備に当たっての低炭素価値向上等事業 91

交通体系整備に当たっての低炭素価値向上等事業 123

平成28年度
次世代型社会インフラ整備に当たっての低炭素価値向上等事業 114

交通体系整備に当たっての低炭素価値向上等事業 89

平成29年度
次世代型社会インフラ整備に当たっての低炭素価値向上等事業 98

交通・物流分野の低炭素化推進等事業 118

平成30年度
省エネ型大型浄化槽システム導入促進事業 90

物流分野の低炭素化促進事業 114
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協会概要

所在地 〒105-0001 東京都港区虎ノ門１-１-１２ 虎ノ門ビル６階

電話番号 03-3502-0700（代表） ホームページ http://lcspa.jp

設立 平成25年３月 一般社団法人低炭素社会創出促進協会 設立
令和 元年 8月 合併により一般社団法人地域循環共生社会連携協会へ名称変更
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